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II   参考分析資料
1-1   女子求職者のパート・タイム労働市場への移動について

昭和58年における労働市場をめぐるひとつの特徴としてパートを除く一般労働市場で女子の新規求職者
が0.4％減とかずかながら前年を下回ったのに対して,女子が大半を占める(58年では,95.9％)パート,タイム
労働市場の新規求職者は10.5％増と堅調に増加したことがあげられる。こうした動きには,種々の要因が
考えられるが,女子求職者がパートを除く一般労働市場からパート・タイム労働市場へ移動している面も
あるものと考えられる。

女子求職者がパートを除く一般労働市場からパート・タイム労働市場へ移動するかどうかについては,
種々の要因が考えられる。まず考えられるひとつの要因は,両者の労働力需要の強さの違いであり,相対的
に需要の強い方に供給が流れることが考えられる。また,両者の賃金の違いも影響するものと考えられ,一
般労働者の賃金と比較したパート・タイム賃金が相対的に高くなればパート・タイム労働市場に新規求
職者が移動することとなるものと考えられる。さらに主婦層が新たに就業する場合には,その家事との関
連からパート・タイム労働者としての就業をより多く希望するという事情が考えられる。

そこで,パートを除く女子一般新規求職者に対するパート新規求職者の比率(Pa)を被説明変数とし,上記の
要因におおむね対応するものとして,次の3つの指標を説明変数とする回帰式を推計した。

1) パートを除く女子一般新規求人数に対するパート新規求人数の比率(Po) 

2) 卸売・小売業における高卒女子初任給に対する女子パート賃金の格差指数(高卒女子初任給を100
としたときの女子パート賃金)(Iw) 

3) 女子労働力人口に占める35～59歳の者の割合の前年同期差(△P1)推計結果は,つぎのとおりであ
る。 

Pa=-2.35109+0.278914 Po+0.0705225 Iw+0.309265△Pl

(12.80) (1.190) (2.215)

/R=0.9373 DW= 0.892

〔計測期間52年1～3月期～58年10～12月期〕

この推計式によりPaの変動の要因別の寄与度を試算すると第1表のとおりとなっている。これによれば,求
人要因(Poの変動によるPaの変動分)による効果が大部分を占めていること,賃金要因も55年4～6月期以降
の時期ではわずかながらPaを上昇させる効果を持っていること等が特徴的である。

第1表 パートを除く女子一般新規求職者に対するパート新規求職者の比率(Pa)の変動の要因別寄与度
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1-2   「労働力調査」の調査方法の変更について

総理府統計局「労働力調査」については,昭和57年10月から58年1月までの間に,段階的に,調査規模の拡大
(従来の28,000世帯から約40,000世帯への拡大)と調査区の従来の「50年国勢調査」調査区から「55年国
勢調査」調査区への切替えを主な内容とする調査方法の変更が行われた。

以下においては,この調査方法の変更の内容について,その概略を紹介することとしたい。

1. 「労働力調査」の概要

今回の調査方法の変更内容を紹介する際の前提にもなるので,「労働力調査」の概要をまずみておくこと
とする。(「労働力調査年報」による)

(1) 「労働力調査」の目的

「労働力調査」は,わが国人口の就業・不就業状態を明らかにすることを目的とする統計法による指定統
計である。

(2)調査の対象

「労働力調査」は,わが国の行政権の及ぶ地域内に居住している全人口を対象範囲としており,毎月一定の
方法で抽出された世帯について調査し,これを復元したものを発表している。いわゆる標本調査による統
計である。

毎月の調査対象は,約40,000世帯(57年9月以前は約28,000世帯)である。

(3)標本抽出方法

標本抽出方法は,調査区の抽出と抽出された調査区内における世帯(統計上は「住戸」といわれ,必ずしも普
通いわれる世帯とは一致しない。)の抽出からなる層別2段抽出である。

1) 調査区の抽出は,国勢調査調査区の特性及び国勢調査以後新設された集団住宅地域により層にわ
け,各層ごとに所定の抽出率等により抽出される。 

2) 住戸は,1調査区当たり平均15となるように所定の抽出率により抽出される。 

3) 標本交代として,調査区は毎月1/4ずつ交代され,同一調査区は4か月間引き続き調査される。同じ
調査区の中では,前半2か月と後半2か月とで調査対象となる世帯が変えられる。同一世帯は,2か月連
続で調査され,全体では毎月1/2の調査世帯が交代している。 

4) 1度調査された調査区は,翌年の同期に再び調査される。これは,前年の結果と比較する際の精度を
高めるためにとられている措置である。 

(4)結果の推定

結果の推定は,別途推計される男女,地域,年齢5歳階級別の基準人口を用いて,調査結果から導き出される推
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定値を修正した比推定値から結果が推定される。

(5)推定値の標本誤差

「労働力調査」は,標本調査であるところから,一定の標本誤差が生ずることは避けられない。副標本を用
いて計算された標本誤差をみると,おおむね次のとおりとされている。

年平均推定値の標本誤差

毎月平均推定値の標本誤差

2.今回の変更の内容

つぎに,今回の変更の内容の概略をみてみよう。

(1)変更の目的

今回の変更は,結果の精度向上とともに,従来年1回のみ発表されるにすぎなかつた地域別の数値について,
各方面からの要請の高まりに応えて,四半期別により詳細な数値の提供を可能にすること等を目的として
行われたものである。

(2)変更の具体的内容

変更の具体的内容としては,主に次のようなものがある。

1) 調査規模の拡大

調査対象世帯数が従来の約28,000から約40,000に拡大された。この拡大は,57年10月から58年1月までの4

昭和58年 労働経済の分析



か月間に,各月に交代することとなる調査区についてそれぞれ約1/4の拡大が行われたものである。

また,地域別の結果を得るために,それぞれの地域がそれぞれ独立し,完結した数値が得られることができる
よう,従来サンプルが少なかつた地域に相対的に大きな拡大が行われた。

2) 調査区の変更

調査区は,時間の経過とともに,その性格を変える場合も少なくないところから,新しい国勢調査調査区が設
定されるごとに,新しい調査区に切り替えられてきており,今回も,従来の「50年国勢調査」調査区から
「55年国勢調査」調査区への切替えが行われ,第一段階の抽出の基礎となる層分類も,新しい層別基準によ
る層分類に切り替えられた。

「50年国勢調査」調査区と「55年国勢調査」調査区との層別基準を比較すると,第1表のとおりとなって
いる。

第1表 国勢調査調査区層別基準の比較

昭和58年 労働経済の分析



昭和58年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和58年 労働経済の分析



  

昭和58年労働経済の分析 参考資料
II   参考分析資料
1-3   雇用調整指標および総合雇用指標の試算結果

昭和38年1月から58年12月までの期間について試算した雇用調整指標および総合雇用指標はそれぞれ第1
表および第2表のとおりであり,第1図はその推移を図示したものである。

なお,これらの指標に関する詳細な説明は「昭和57年労働経済の分析」参考資料の「1-2コンポジット・イ
ンデックスによる雇用指標について」を参照されたい。

第1表 雇用調整指標

第2表 総合雇用指標
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第1図 雇用調整指標および総合雇用指標の推移
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1-4   賃金関数の推計結果

民間主要企業賃上げ率(単純平均)を説明する賃金関数として,労働力需給,消費者物価上昇率,企業収益およ
び要求賃上げ率に係る1又は2以上の指標を説明変数とする関数を推定した。

(1)使用した指標は,次のとおりである。

有効求人倍率:ARf……前年度,ARI……当年1～3月(季節調整値)

完全失業率:Uf……前年度,UI……当年1～3月(季節調整値)

消費者物価上昇率:Pf……前年度対前々年度上昇率,PI……当年1～3月対前年同期上昇率

法人企業売上高経常利益率:Rcf……前年度

主要企業売上高経常利益率:Rmf……前年度下期

投入産出価格比率(工業製品価格/原材料価格):Piof……前年度,

Piof……当年1～3月

要求賃上げ率:w0

民間主要企業賃上げ率(単純平均):w

(2)推定結果は以下のとおりである。
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1-5   欧米主要国における1984年春を中心とする賃金交渉の結果
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2-1   労働分配率の推移と国際比較

(1)労働分配率の調整

労働分配率はマクロ経済ベースでは,通常,国民所得に占める雇用者所得の比率(雇用者所得比率)で定義さ
れるが,この労働分配率は,雇用者比率が高まると上昇する傾向があるため,必ずしも労働に対する所得の分
配の変動を表すものとはいえない。こうした労働市場の変化の影響を除去した労働分配率の推移をみる
ために,次のような調整された労働分配率がしばしば用いられる。

ただし,Y:国民所得, w:1人当たり雇用者所得

L:就業者数, Le：雇用者数

R:法人企業所得, Z:個人企業所得

1) 雇用者以外の就業者(自営業主,家族従業者)の労働に対する評価が雇用者のwと同じであると仮定
した場合,労働所得の合計は,

wLe+w(L-Le)=wL

となり,これを国民所得Yで除去したwL/Yが調整された労働分配率である。この労働分配率は,

wL/Y=wLe/Y／Le/L

となり,国民所得に占める雇用者所得比率を就業者に占める雇用者の比率で除したものである。 

2) 個人企業所得以外の所得部分における労働分配率が個人企業所得にも適用しうると仮定した場合
は,個人企業所得以外の所得部分に関する労働分配率wLe/(Y-Z)が調整された労働分配率である。 

3) 労働所得以外の所得として法人企業所得だけをとった場合,wLe/(wLe+R)が調整された労働分配
率である。 

(2)労働分配率の推移と国際比較

上述した労働分配率の推移をみると,上の1),2),3)に示した調整方法の違いによって労働分配率の水準には
かなりの差がみられるが,いずれも,第1次石油危機後上昇し,最近は比較的安定した動きを示している(第1
図)。

また,労働分配率を他の先進諸国と比較すると,雇用者所得比率は,わが国の雇用者比率が他国と比べてかな
り低いために,他国をかなり下回っている。しかし,雇用者比率の変化の影響を調整した労働分配率でみる
と,調整方法によって各国間の労働分配率の大小関係が変化し,1)の場合には最近,日本の労働分配率が他国
を上回っているのに対して,2)や3)の場合には日本の労働分配率が他国を下回っている。ただ,労働分配率
の推移をみると,いずれの労働分配率でみても,アメリカ以外の国では第1次石油危機直後に上昇したが,最
近では各国とも比較的安定した動きを示している(第2図)。
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第1図 労働分配率の推移

第2図 労働分配率の国際比較
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2-2   産業,業種間賃金格差の推移

産業間および製造業業種間の賃金格差を示す指標として,産業間については製造業の賃金を100とした指
数と変動係数,製造業業種間については変動係数を求めてみた。また,産業間については,産業毎の年齢・勤
続年数別労働者構成の違いが賃金格差に与える影響をみるため,各産業の年齢・勤続年数別労働者構成が
製造業の労働者構成と等しいものとした場合の指数と変動係数をあわせて求めた。

(1)昭和58年の産業間賃金(男子,定期給与)格差を,製造業を100とした指数の原数値でみると,金融・
保険業の水準が最も高く,建設業の水準が最も低い。つぎに,年齢・勤続別労働者構成を調整した場
合の指数でみると,最も高いのは原数値の場合と同じく金融・保険業であるが,その水準は原数値の
場合をやや下回り,また,最も低い運輸・通信業も,建設業の原数値の水準をやや上回っている。 

(2)同じく男子,定期給与の変動係数で,産業,製造業業種間の賃金格差の推移をみると,本文82ページで
指摘したように,高度成長期に縮小したが,50年代に入り拡大しており,また,産業間について,年齢・勤
続別労働者構成を調整した場合には,原数値と比べて数値は小さくなるが,時系列でみると50年代に
入り格差が拡大に転じている点は同様である。

さらに,男子,定期給与の産業間変動係数を年齢別にみると,おおむね各年齢層とも高度成長期には格
差が縮小した後,若年層では50年以降格差が拡大に転じているのに対して,中高年齢層では45年以降
格差の拡大がみられる。 

(3)所定内給与および特別給与の格差を変動係数でみると,40年代に縮小,50年代に入り拡大と,定期給
与と同様の推移を示しているが,その水準をみると,特別給与で大きく,また,産業間では所定内給与の
格差が定期給与より大きく,製造業業種間ではその逆となつている。 

第1表 産業間賃金格差の推移
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第2表 賃金の産業間変動係数の推移
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第3表 年齢別にみた賃金の産業間変動係数の推移

第4表 製造業における賃金の業種間変動係数の推移
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2-3   年齢別賃金の決定要因

賃金の決定要因として有効求人倍率と消費者物価を選び,企業規模別にみた年齢別賃金上昇率とそれらの
指標との単相関係数を求めてみた。

それによると,(1)有効求人倍率(1年前)との関係でみると,若年層(20～24歳)の賃金上昇率は,企業規模,労働
者の種類を問わず,昭和40年代には高い相関を示していたが,50年代に入り相関がみられなくなっているこ
と,(2)中年層(40～49歳)の賃金上昇率と有効求人倍率の関係をみても,40年代には高い相関がみられ,50年
代に入ると相関が弱まっているものの,生産労働者については,50年代においてもある程度の相関がみられ
ること,(3)賃金上昇率と消費者物価上昇率の関係をみると,若年層・中年層,企業規模,労働者の種類を問わ
ず,40年代に比べて,50年代に入り相関が高まっており,特に,1年前の消費者物価上昇率との相関の高まりが
大きいこと,等の特徴がみられる。

表 年齢別賃金上昇率とその決定要因との単相関係数
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2-4   コーホートでみた中高年齢労働者数の変動

製造業における中高年齢労働者数の変動をコーホートの視点からみると,以下のような特徴がみられる。
(なお,表の数値は,年々の個々の企業の規模区分の変化の影響を含んだものであるので,特に,規模別の数値
の解釈にあたっては留意が必要である。)

(1)勤続計の全労働者についてみると,第1に,中高年層の中でもより年齢の高いコーホートの方が労働
者数の減少の程度が大きくなっている。第2に,規模別にみると,規模が小さい程労働者数の減少の程
度が小さい傾向がみられ,小規模企業では5年間でむしろ労働者数が増加している時期もある。第3
に,時系列でみると,最近になる程労働者数の減少の程度は小さくなっており,規模別には,特に大規模
企業において顕著である。 

(2)つぎに,長期勤続者についてみると,より年齢の高いコーホートの方が残存率が低い(労働者数の減
少の程度が大きい)点と,最近になる程残存率が高まっている(労働者数の減少の程度が小さくなって
いる)点は,勤続計の労働者の場合と同様であるが,規模間での残存率の違いはあまりみられない。こ
のため,勤続計の労働者数の変化と長期勤続者の残存率を比較すると,大規模企業では両者がほぼ同
水準であるのに対して,小規模企業では長期勤続者の残存率の方が低くなっている。 

表 コーホートでみた中高年齢労働者数の変化率
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3-1   法定外福利費の付加価値生産性に対する弾性値

(1)本文第2-8図では,現金給与および法定外福利費の付加価生産性に対する弾性値を,前者の増減率の平均
を後者の増減率の平均で除すことによって求めたが,ここでは,両対数の回帰式logY= a+blogXを推計する
ことによって求めた。この場合,係数bがYのXに対する弾性値となる。
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3-2   勤続年数別定年退職金受給額支給率の推計結果

本文第2-26図で行った定年退職者の退職金受給額の要因分解で使用した推計結果は以下のとおりであ
る。
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3-3   年齢別消費者物価指数の試算結果(勤労者世帯)

世帯主の年齢階級別にみた勤労者世帯の消費者物価上昇率を,45年(40年基準),50年(45年基準),55年(50年
基準)および58年(55年基準)について試算してみた。計算方法は,以下のとおりである。

(1)中分類別価格指数と総理府統計局「家計調査」の年齢別支出額(用途分類)ウエイトを使用し,原則
として,前者の項目に対応する後者の項目を加重平均することによって求めた。

Pti=(ΣPtjWoij/ΣPt-1jWoij-1)×100(％)j

Pti：t年におけるi年齢階級の消費者物価上昇率

Pij: 〃 j項目(中分類)の価格指数

Woij:基準年におけるi年齢階級のj項目(用途分類)への支出額ウエイト 

(2)用途分類別支出額のうち,以下に掲げるものについては,中分類別価格指数と直接対応しないので
ウェイト算定の対象から除外した。

1) 45年………「雑費」のうち,「文房具」,「たばこ」,「その他の雑費」,「交際費」 

2) 50,55年………「雑費」のうち,「その他の雑費」のうちの「こづかい」を除く分,「交際
費」 

3) 58年………「その他の消費支出」のうち,「交際費」 

(3)50,55,58年の「こづかい」については,消費者物価指数作成に当たって用いられる分割化(各年齢
共通)を使用して各項目に配分した。なお,45年は,分割比が不明なため算定の対象から除外した。

ちなみに,消費者物価指数(総合)の算定対象に対するカバレッジは,年齢計(勤労者世帯)で,45年
87％,50,55年95％,58年96％程度と見込まれる。 

第1表 年齢別消費者物価上昇率
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4-1   世帯主可処分所得の推計について

本文第II部第3章(1)で用いられた世帯主可処分所得は,本文第3-15図の(注)に書かれているように,非消費支
出/経常収入を経常収入の線型関数で近似することにより推計した。これは,第1図にみられるように,非消
費支出/経常収入と経常収入の関係がほぼ直線的であるという事実に基づく。推計パラメータをみると,時
系列による傾向的な変化が認められるもののほぼ安定しており,また,相関係数も高い(第1表)。

本文では,40歳台と50歳台前半の推計結果のみを示したが,他の年齢層についても推計したので,第2表およ
び第3表に掲げる。

第1図 経常収入と非消費支出の関係
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第1表 非消費支出比率の推計

第2表 世帯主可処分所得の伸び率
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第3表 消費支出の増加をまかなうのに必要な世帯主可処分所得の伸び率
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4-2   夫婦共働き世帯とその他の世帯の家計収支等の比較

夫婦共働き世帯とその他の世帯の家計収支を比較すると,

1) 世帯主収入と他の世帯員収入は夫婦共働き世帯の方が少ないこと, 

2) しかし,妻の収入があるため,可処分所得は夫婦共働き世帯の方が多いこと, 

3) 消費支出と黒字の両方とも夫婦共働き世帯の方が多いが,黒字の差が特に大きいこと, 

4) 消費支出の内訳をみると,30歳台以下では外食を中心とした食料や教養娯楽関係費の差が大きい
が,40歳台,50歳台では教育関係費の差が大きいこと, 

などの特徴がみられる(第1表)。

また,ストックをみると,

5) 貯蓄現在高は,30歳台以上の各年齢層で夫婦共働き世帯の方が少ないこと, 

6) 負債現在高は,50歳台以下の各年齢層で,おおむね夫婦共働き世帯の方が多いこと, 

などの特徴がみられる。

なお,世帯主収入+他の世帯員収入(以下「世帯主収入等」という。)の階級別に妻の収入をみてみると,低
所得層を除き,世帯主収入等が多くなるにしたがって妻の収入が少なくなる。妻の収入の世帯主収入等に
対する変化率(世帯主収入等の増加1円当たりの妻の収入の増減幅)を平均的な世帯について推計してみる
と,調査対象の少ない29歳以下を除き,40歳台で最も絶対値が大きい(第1図,第2表)。

第1表 夫婦共働き世帯とその他の世帯の家計収支等の差
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第1図 世帯主収入等の階級別妻の収入
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第2表 世帯主収入等による妻の収入の推計
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4-3   持家取得の収益率の推計

資産運用の側面から持家取得の費用をみると,

1) 支出としては,当初の自己資金と,取得後における月々の借入金返済があること, 

2) 借家に居住する場合に必要だった月々の借家家賃がいらなくなること, 

3) 持家の耐用期間が過ぎた後は家屋の資産価値はなくなると考えられるが土地の資産価値は残るこ
と, 

などが指摘できる。

これらを考慮して持家取得の収益率を推計した。当然ながら,収益率は資金調達および返済の方法,家屋の
耐用期間,それに借家家賃や土地価格の動向などに左右されるので,ここでの推計はこれらの要因に一定の
条件を設定した上のものである。

推計式は下のとおりである。

(数式)

r:収益率 C:自己資金額 Xk:借入金の第k期返済額

D：当初の借家家賃 L:当初の土地価額

N:借入金返済期間または家屋の耐用期間(同じと仮定)

P:物価上昇率(借家家賃上昇率と土地価格上昇率に同じと仮定)

ここで左辺第2項は借入金返済の現価額,第3項は借家家賃の現価額であり,右辺は土地の現価額である。

推計結果をみると,物価上昇率が4％の場合は,自己資金の割合により差がみられるものの,収益率はおおむ
ね1％前後であり通常の定期預金金利と比べても有利といえない。

第1図 持家取得の収益率
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4-4   大学教育の収益率の推計

大学教育の家計面からのメリットをみるため,収益率を推計した。推計式は下のとおりである。

(数式)

r:収益率 Xn:n歳の高卒賃金 Yn:n歳の大卒賃金

Cn:n歳での大学の教育費 Pn：n歳の生存率

Qn:n歳の通学人口を除く労働力率(労働力人口/当該年齢人口-通学人口))

ここで,左辺は大卒と高卒の生涯賃金格差の現価額(18歳時),右辺第1項は大学教育期間に高卒者が取得す
る賃金総額の現価額,第2項は大学教育費の現価額である。

同様の推計は,56年の「労働経済の分析」でも行ったが,今回は1)定年年齢の設定を55歳から60歳に引き上
げたこと,2)死亡,非労働力化により賃金取得が中断する可能性を考慮して生存率および労働力率を係数と
して加えたこと,の2点の変更を加えた。1)は収益率を56年の推計より大きくする要因となり,2)は反対に
56年の推計より小さくする要因となる。

推計結果をみると,製造業男子の収益率は40年代から低下を続けている。また,男女別には収益率の差はあ
まり大きくない(第1表)。

収益率を貸付信託予想配当率(平均賃金上昇率でデフレートしたもの)(注)と比較してみると,40年代は大学
教育の収益率の方が貸付信託予想配当率を大きく上回っていたが,50年代には大学教育の収益率自体が小
さくなったことに加え,デフレータである平均賃金上昇率の低下から貸付信託予想配当率が上昇したこと
により,両者はかなり接近してきている(第1図)。

(注) 貸付信託予想配当率を比較対象として用いたのは,家計が通常利用できる資金運用の一例として掲げたものである。また,平均
賃金上昇率でデフレートしたのは次の理由からである。1)式で用いた年齢階級別高卒賃金(Xn)と大卒賃金(Yn)はクロスセクション
データによるものであるので,時係列的な意味での平均賃金の上昇分(いわゆるベースアップ分)が反映されていない。すなわち,こ
こでの収益率は平均賃金の変動がないものと仮定した場合のものである。貸付信託予想配当率(名目)など通常の市中金利は,物価,
賃金の変動を折り込み済みなので,これと対比するためには,大学教育の収益率も2)式のように平均賃金の変動を見込んだものにす
る必要がある。

(数式)

昭和58年 労働経済の分析



r′:平均賃金の上昇を見込んだ収益率

W:平均賃金の年率増減率(便宜上大学の教育費の増減率も同じと仮定する)

1)式と2)式を比較すると,

1+r＝1+r′／1+W

すなわち,1)式で推計された収益率(r)は,平均賃金の上昇を見込んだ収益率(r′)を平均賃金上昇率(W)でデ
フレートしたものに等しい。したがって,この収益率(r)と対比させるためには,市中金利も平均賃金上昇率
でデフレートすればよい。

第1表 大学教育の収益率

第1図 大学教育の収益率と貸付信託予想配当率の比較
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4-5   非消費支出と世帯人員の関係等について

本文でも述べたように,近年,社会保険料など非消費支出の実収入に対する割合が高まっており,これが可処
分所得の伸びの鈍化の1つの要因となっている。一方,近年の核家族化,出生率の低下などにより,勤労者世
帯の平均世帯人員は減少傾向にあり,世帯内における老人,子供などの扶養負担は軽減される傾向にある。
このように,社会全体でみた扶養負担は,世帯内の人員に対する直接的な負担から公的制度などを通じた間
接的な負担へと相対的に比重が移つてきている。

このような視点からすると,家計において非消費支出の負担が高まっているとはいっても,そのいくらかは
平均世帯人員の減少による1人当たり可処分所得の増大によって緩和されていると考えられる。なお,平均
世帯人員の減少は,このようなプラス要因のほか,他の世帯員収入の減少を通じて,いくらかは実収入の減少
要因ともなる。

以上を整理すると,下の図式のようになる。

この15年間の1人当たり可処分所得と世帯主収入の年率増減率の差を,上の図式にしたがって要因分解し
てみた(第1表,第2表)。これにより実収入の増減率を世帯主収入の増減率と比較してみると,他の世帯員収
入が減少要因となっているものの,妻の収入が増加要因となっており,実収入全体としては世帯主収入をわ
ずかに上回る伸びとなっている。また,可処分所得の増減率は年率で0.6ポイント実収入を下回っているが,
うち,0.3ポイントが税の高まりの,0.2ポイントが社会保障費の高まりによる。そして,平均世帯人員の減少
にともなう1人当たり可処分所得の増加要因は0.2ポイントとなっており,社会保障費の高まりによる減少
要因とほぼ同程度である。

第1表 世帯の収入等の年率増減率
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第2表 世帯員1人当たり可処分所得と世帯主収入の増減率の差の要因分解
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4-6   最近における生活意識について

総理府の各種世論調査により,最近の生活に関する意識を年齢階層別にみると次のようになっている。

(1)今後の生活の重点

今後の生活で特に力を入れたい面としては,各年齢階層とも「住生活」または「レジャー,余暇生活」が最
もウェイトが高いが,「住生活」では30歳台が最も高く,それ以降年齢が高まるにつれて低くなっている一
方,「レジャー・余暇生活」では20歳台が最も高く,40歳台が最も低いという特徴がみられる。

(2)不満等の内容

・住宅に対する不満の内容では,敷地や建物の広さに関するものが多く,不満を感じている者の割合
は年齢が低いほど大きくなっている。 

・余暇時間の過ごし方では,時間の長短にかかわらず,「テレビ,ラジオ,新聞,雑誌等の見聞き」が最も
多く,平日の余暇時間や週末などの休日では,「何もしないでのんびりする」がこれについで多く
なっており,これら2項目は30～59歳層でみる限り,年齢が高いほど多くなっている。 

・仕事に対する不満の内容では,「給料,収入が少ない」が圧倒的に多く,「勤務時間が長い」がこれ
についで多いが,20歳台では「仕事が自分の能力や性格に合わない」,30歳台では「仕事がつらい,き
つい,忙しい」,40歳台と50歳台では「職業や勤め先の将来性がない」が比較的多くなっている。 

・老後の心配の内容では,各年齢階層とも「自分の健康」または「老後の生活費用」が最も多い
が,30歳台と40歳台では両項目が同程度に多いのに対して,20歳台では後者,50歳台では前者が相対的
に多くなっている。 

第1表 今後の生活の重点
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第2表 住宅に対する不満の内容
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第3表 余暇時間の過ごし方
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第4表 仕事に対する不満の内容
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第5表 老後の心配の内容
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